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1．はじめに
　本論文の目的は，オフィスの空間設計とコミュニケ
ーション・パターンをめぐる研究に関して，日本の経
営学領域における現状と今後追究することが望まれる
課題を提示することにある．ここでオフィスの空間設
計に注目している2っの理由を簡単に述べておきたい．
2つの理由とは，次の通りである．
（1）オフィス空間の物理的な特徴は，主要な組織設
　　計変数のひとつであること
（2）日本においては計量的な実証研究が創始されて
　　間もなく，未開拓の領域が残されていること
それぞれ簡単に説明していこう．
　まず本論文がオフィスの空間設計とコミュニケーシ
ョン・パターンに注目した理由の1つは，オフィス空
間の物理的特徴は経営学の領域で必ずしも十分な注目
を集めてきた分野ではないことである．オフィス空間
の物理的特徴とコミュニケーション・パターンについ
ては，Herbert　A　Sjmonがその著書．4㎞b加が肥
BehaViorの中で「物理的な近接陸はコミュニケーショ
ンの頻度を決定する実際の要因である．それゆえ，オ
フィスのレイアウトは，コミュニケーション・システ
ムを決定する際に重要な公式的要因のひとつである」
（Simon，1997，　p．211）と指摘していたように，’経営
学者たちもそれが重要であるという認識は有していた
問題であると言える．しかしながら，経営学者，とり
わけ紬織論の研究者はオフィス空間の諸特徴がもたら
す効果については十分な注意と実証努力を積み重ねて
きたわけではない（Becker，1981；Zalesny，　Farace
and　Ku1℃hnerHawkins，1985）i．
　たとえば，標準的な組織論の教科書を紐解いてみて
も，オフィス空間の物理的な設計についての記述のあ
るものは極めて少ないこともその証左と言えるであろ
うli．組織論を専攻する研究者たちは，経営者など組織
を設計する者たちが組織メンバーのコミュニケーショ
ンについて思慮を巡らす際に，タスクの構造や1青報流
の設計をすることで対処できると考えてきたように思
われる．しかしながら，Allen（1977）は，人員間の
距離が離れることで対面コミュニケーションが阻害さ
れる効果は，彼（女）らを同じ公式組織ユニットに所
属させるだけでは打ち消すことができない，という知
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見を提出している．それゆえ，組織を設計する際に物
理的な設計の影響も考慮に入れなければ，本来は頻繁
に情報交換をしなければならない組織メンバー同士が
コミュニケーション不足に陥ってしまい，組織内での
情報共有がなされないことなどが想定されるのである．
　われわれがオフィス空間の物理的な特徴に注目する
第2の理由は，少なくとも日本国内の経営学領域に限
ってみれば，この問題領域における計量的な実証研究
が創始されて間もなく，研究知見が体系的に蓄積され
ていないことである皿．これまで取り組まれてきた計
量的な実証研究では，ホワイト・カラーに対するオフ
ィスの満足度調査や，オフィス設計とモラールとの関
係などが明らかにされてきている（古川，2002）．こ
れらの研究は，心理学者や建築学者らと同様の枠組み
を有した研究であり，快適なオフィス環境をどのよう
にして設計するか，という点に主たる注目を向けてき
たように思われるiv．これらの研究は，オフィス空間
の重要性に着目しているという点ではわれわれと同種
の問題意識を共有していると言えるのだけれども，わ
れわれの主たる関心事項であるオフィス空間がコミュ
ニケーション・パターンに与える影響に関しては十分
な示唆を与えてくれるものではないのである．後に紹
介するように，オフィス空間がコミュニケーション・
パターンに与える影響について考察した研究も近年い
くつか着手され始めている．しかしながら，これまで
欧米の心理学者や建築学者を中心として約30年に渡
って蓄積されてきた研究知見と比較すると，いまだに
未開拓の領域が多く残されているように思われるので
ある．なぜなら，空間とコミュニケーション・パター
ンは，たとえば適切な物理的距離の取り方など，文化
の違いにより国ごとに異なる可能性があるため，日本
における実証研究を行なうことで，先行研究とは異な
る知見が見出される可能1生があると考えられるためで
ある・．たとえば，Ha皿（1959；1966）の一連の研究に
見られるように，文化間によって適切な対人距離には
違いがあるとされている（Watson　and　Graves，1966）
Vi．このように考えるならば，日本におけるオフィス
空間の特徴とコミュニケーション行動の関係を実証的
に明らかにする作業に意味があるものと思われる．
　とりわけ近年になって，オフィス空間の設計と知識
創造活動との関連に着目した研究が経営学以外の領域
で活発化してきているように思われる点も経営学の実
証研究を必要とする要因の1つである．たとえば，鯨
井（2005）や社団法人ニューオフィス推進協議会
（2007）などが中心となって，これまで建築家たちが
積み重ねてきた知見を利用しながら，ホワイト・カラ
ーの知識創造活動を支援するのに適切なオフィス設計
について，いくつかの事例を紹介しているUl．これら
の研究は豊富な成功事例を提供し，興味深い研究方向
を示唆してくれるのだけれども，これらの主張を裏付
ける計量的な実証的研究は十分に行なわれているわけ
ではない．その意味では，この種の研究とペアになっ
て計量的な実証研究が行なわれることは現在の日本の
経営学的知見の蓄積のためには非常に重要であると思
われるのである．
　もちろん，近年の日本企業に見られる情報技術の発
展によって，オフィス空間とコミュニケーション・パ
ターンが現在どのような状態にあるのかという実態把
握という点でも，日本における実証研究が非常に強く
待たれる領域である曲．これらの総合的な結果として，
日本における計量的な実証研究不足が重要な問題とし
て残っており，それを少しでも克服することに意味が
あると思われるのである．
　以下では，まず欧米の研究について紹介し，注目を
向けられてきた変数について解説を加えていくことか
ら，議論を始めていきたい．
il．欧米での先行研究において注目されてきた変数
　オフィス空間の設計が組織メンバーのコミュニケー
ション・パターンに与える影響に関する研究は，
FestingerがSchacterおよびBackと行なった研究
（1950）などの社会心理学者らが唱えた建築決定論が
その噛矢であるとされている（Blake，　Rhead，　Wedge
and　Moutr）n，1956；Festinger，　Schacter　and　Back，
1950）．すなわち，建築物の構造によって決定される，
2者間の距離や空間の特性といった物理的な特徴その
ものが社会的相互作用のパターンに影響を与える，と
する考え方である．たとえば，Festinger　et　al．（1950）
は，学生が使用しているアパートを対象とし，アパー
トに居住する学生とその家族間の接触機会と各家族の
居住場所との直線距離との関係を研究している．その
結果は，居住場所が同じ廊下に面しているなど物理的
距離が近いほうが接触の頻度が高く，違う階に住んで
いるなどのように居住場所の距離が離れるほど接触が
減少するというものであったix．また，類似した研究
の枠組みを有した，オフィス空間を対象とした実証研
究も積み重ねられてきた（Allen，1977；AUen　and
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　それらの研究が用いているフレームワーク自体は図
1に示されているように単純であり，共通していると
考えてよい．距離・空間特性とコミュニケーション・
パターンに関する研究では，距離や空間的特性が独立
変数の位置を占め，コミュニケーション・パタs－一・一一ンが
従属変数の位置を占め，統制変数として仕事の関連度
や職務の内容などが挙げられてきたのである．本論文
では，まず人員間の距離がコミュニケーション頻度・
確率に及ぼす影響に関して，先行研究の知見を簡単に
まとめた上で，机の配置やパーティションの高さ等の
空間特陸がコミュニケーションに及ぼす影響に関する
研究を紹介していくこととしたい．
図1先行研究が想定してきた変数間関係
1．人員間の距離に関する研究
　人と人とを隔てる要因は，①物理的距離そのものと
②単純に物理的距離だけでは表わせない不便さという
2つから構成されることが多い（Alen，1977；Conrath，
1973）．不便さとは，より具体的に言えば，階段やエ
レベーターなど必要とするか否かを指す．人員間の物
理的な距離が離れるほどコミュニケーションが阻害さ
れ，また人と人の間に階段やエレベーターが存在する
場合にもコミュニケーションが阻害される，という関
係が存在することは容易に予想される．この関係自体
は誰にとっても自明であるかもしれないが，しかし，
その阻害される程度については通常の人の予想を裏切
るのではないかと思われる．距離がコミュニケ・一一・Eショ
ンに与える影響の大きさは，通常の人が想像するより
も遙かに大きいのである．
　たとえば，Allen（1977）の研究開発部門を対象と
した研究を見てみると，研究者と研究者の間の物理的
な距離がコミュニケーション頻度に及ぼす影響は劇的
である．Alenは，アメリカにおける7つの研究所を
調査対象として，そこで働く科学者・技術者のコミュ
ニケーション・パターンが互いを隔てる距離に応じて
どのように変わるのか，という事を実証研究によって
示した．
　Allenは2者間の距離を説明変数に，1週間の内に
あるひとつの科学的な問題に関して，2人の人間がコ
ミュニケーションを取る確率を従属変数とし，回帰分
析を行い，人員間の距離が隔たるとともに，コミュニ
ケーションの発生確率は指数関数的に低下していくこ
とを示した．実際に，Allenの推定した回帰式
（P（c）＝β＊Sa－1＋角）を使ってより具体的に計算
してみると，人員間距離が1メートルの際には同僚と
1週間内に少なくとも1回はコミュニケーションを取
る確率が55パーセントもあるのに対し，30メートル
以上離れると，約5パーセントにまで低下するのであ
る・．この知見から，以下の仮説が導出される．
距離がコミュニケーションの発生確率にもたらす効果
は，組織ユニットのくくり方によって若干の影響を受
ける．コミュニケーションの相手が所属する組織ユニ
ットが違う場合では，30メートル離れると1週間の間
にコミュニケーションを行なう確率が5パーセントに
低下するのに対して，組織ユニットが同じ場合には10
パーセントに低下するに留まる．しかし，それでも，
組織ユニットを同一にくくったとしても，30メートル
の距離によって週に1度もコミュニケーションをとら
なレ確率が9割もある，ということの方が重要である
ように思われる．っまり，その組織ユニットのくくり
方の効果は無力ではないが，距離のもたらすコミュニ
ケーション阻害効果に対して根本的な解決を与えてく
れるほどのものではないのである．
2．空間の開放度に関する研究
　人々のコミュニケーションに影響を及ぼす要因は人
員間の距離ばかりでない．パーティションの高さが高
かったり，オフィスが小部屋に分かれていたり，とい
った他の要因もオフィスにおけるコミュニケーショ
ン・パターンに影響を及ぼすことが容易に予想され，
また実際にその実証研究が積み重ねられてきた．机の
配置やパーティションの高さなどの空間特牲に関する
既存研究は，①空間の開放度を指す指標を主として検
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討してきたものと②それ以外に大きく二分できる．空
間の開放度とは，オープン・オフィスであるか否かの
ことであり，より具体的にはパーティションなど遮蔽
物の高さと遮蔽物の数，ドアの有無などによって測定
される．過去にオープン・オフィスが多くの研究者の
注目を集めてきたが故に，この空間の開放度に関する
研究が厚く存在する．その他の空間特性として取り上
げられてきた変数には，机の配置や単位面積内の人員
数などがある．
　オープン・オフィスをめぐる研究には，オープン・
オフィスの利点を強調する議論とオープン・オフィス
に変更することによって生じた問題点を指摘する議論
が存在している．ここでは，その利点を強調している
研究をいくつか紹介しておきたいXi．
　オ・一一一一プン・オフィスを導入する利点は，それによっ
て偶発的な相互作用が多くなり，その結果コミュニケ
ーション回数が増加することであると考えられている
（Boje，1971；Mehrabian，1976）ni．たとえば，　A皿en
and　Gerstberger（1973）の研究では，1もしくは2
人で使用していた個室から，ノンテリトリアル・オフィ
ス（一人ひとりに専用机を与えないオフィス）に移動
する事になった技徒諸に対して，コミュニケーション
の回数やコミュニケーションを取った相手の数につい
て尋ねているni．移動前2ヶ月と移動後8ヶ月の問で
無作為に選択した日に，当日コミュニケーションを取
った相手等を記録してもらった．その結果，移動前よ
りも移動後に大いにコミュニケーション頻度が上昇し
ていることが判明した．移動前は一日当たり平均3．56
人と，8．04回ほどコミュニケーションを取っていたの
に対し，移動後には，一日当たり平均6．30人を相手に
11．82回のコミュニケーションを取るようになった．
被験者たちは，移動前はオフィスが同じか近い技術者
とだけコミュニケーションを取っていたが，移動後は
部署内の技術者と幅広くコミュニケーションを取るよ
うになったと考えられるのであるXiv．すなわち，オー
プン・オフィス化によって，事前の想定の通りに偶発
的な相互作用が増加し，その結果，コミュニケーショ
ンの回数や相手の数が増加したものと考えることが出
来るのであるXV．
皿．日本における計量的な実証研究の現状
先に指摘したように日本においては，オフィス空間
が組織メンバーに与える影響を考察した計量的な実証
研究は創始されて間もない．その現状について誤解を
恐れず説明するならば，欧米における先行研究と問題
関心を共有した研究が近年日本で着手され始めている
という段階にあると思われる．以下では，日本の経営
学領域で近年取り組まれている計量的な実証研究につ
いて紹介していきたい．
1．人員問の距離に関する研究
　先に紹介したA皿enの研究をもとにして，人員間の
距離とコミュニケーション・パターンに関する研究が
日本でも行われている．阿部（2008a）による，国内
電機メーカーの関連会社における製品開発部門を対象
にした質問票調査がそれである．以下で簡単に解説し
よう．
　阿部の研究では，回答者とコミュニケーション相手
との机の物理的距離を独立変数としている．従属変数
には，コミュニケーション相手と過去1週間内に行っ
た対面コミュニケーションの回数を用いている．また，
ここでのコミュニケーションについては，仕事を進め
るうえで重要であると回答者が判断した情報を含むも
のに限定している．分析の結果，距離と対面回数の間
には負の関係が見られることが示された．すなわち，
Allenの研究と同様に，人員間の距離が隔たるほど，
対面でのコミュニケーションは発生しにくくなってい
る，という関係が示されたのである．より具体的には，
距離が1メートルの時には約11．7回の対面コミュニケ
ーションが1週間に発生しているのに対し，相手との
距離が60メートルになると，対面回数は約5．8回と
ほぼ半減しているという関係が明らかにされている．
　同研究ではAllenの研究の追試に加えて，　A皿enの
研究に対して向けられた1つの批判について検討を加
えている．その批判とは，そもそも関係の薄い仕事は
距離的にも遠くに置かれており，それ故に対面でのコ
ミュニケーションが少なくなるのではないか，という
批判である．つまり，距離が対面コミュニケーション
の頻度に影響を及ぼしているのではなく，タスクの相
互依存性が距離とコミュニケーション頻度の双方に影
響を及ぼしているという疑似相関が存在するのではな
いかということである．そこで，コミュニケーション
相手との仕事の関係性に関連する変数を統制変数とし
て回帰式に投入し，人員間の距離と対面コミュニケー
ション回数の関係を分析している．その結果，コミュ
ニケーション相手との仕事上の関係性を示す変数の影
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響を統制したとしても，人員間の距離が対面回数と有
意な負の関係を持ち，またもっとも大きな影響を与え
ている変数にとどまっていると言うことが示されてい
る．すなわち，相手との仕事上の関係性は対面回数に
影響を与えるのだけれども，それ以上に距離が対面回
数に対して与える影響は大きいということが明らかに
なったのである．
　さらに，対面でのコミュニケーションに加えて，電
話と電子メ・一一一・ルによるコミュニケーションにっいても，
人員間の距離が隔たるとどのように変化するのかが示
されている．仕事上コミュニケーションをとりあわな
ければならない場合，対面でのコミュニケーションが
困難になると，それを補うために，電話や電子メール
などによるコミュニケーションが取られるようになる
と通常は想定されるであろう．分析の結果，電話に関
しては，われわれの想定する通りに，距離が隔たるほ
ど電話によるコミュニケーションの回数が増加する，
という関係が示された．しかしながら，電子メールに
関しては，人員間距離と電子メールの往復数の間には
有意な関係は示されてはいないのである．すなわち，
距離が増えたからといって電子メールのやりとりは増
えたり減ったりせず，また距離が近くなったからとい
って電子メールのやりとりが減ることがない，という
関係が見られたのである．これらの結果は，距離の影
響を克服する手段として，電話や電子メールが通常は
想定されるけれども，これらのメディアは必ずしもそ
うした目的を達成するものではない，ということを意
味しているのである．
2．空間の開放度や密度に関する研究
　距離とコミュニケーションに関する研究だけではな
く，空間の開放度と密度が対面コミュニケーションに
与える影響にっいて実証的に示した研究も行われてい
る．稲水（2009）は，携帯電話向けのシステムやアプ
リケーション・ソフトウェアを作成するベンチャー企
業X社のオフィス移転事例を対象とし，オフィス移転
前後のコミュニケーション・パターンに関する比較研
究を行っている．移転前後のどちらもX社のオフィス
は，各人が固定席を持たない開放的なオフィス（ノン
テリトリアル・オフィス）であった．オフィスの移転
前後で，変化した点は，オフィス空間内の人員の密度
である．移転直前は一平方メートル当たりの従業員数
は0．36人であった．それに対して，移転後の一平方メ
一トル当たりの従業員数は0．10人となっている．X社
の従業員たちは，移転前後の変化として，オフィス移
転後にはオフィス内で自由に集まって話せるようにな
ったことや自席を立って自由に動きやすくなったと答
えている．このことは，空間の密度を低め，開放性の
高いオフィスとすることで，対面でのコミュニケーシ
ョンが促進されるということを意味しているものと思
われる．
　しかしながら，密度の変化が与えた変化はこれにと
どまらないことを実証的に示した点が稲水の研究で注
目を向けるべき点であると思われる．移転後には，プ
ロジェクト・チーム問を横断したコミュニケーション
が減少しているのである．移転前に見られた，オフィ
ス内を自由に動き回って他のプロジェクト・チームに
属する組織メンバーともコミュニケーションを取るこ
とや他のチームがトラブルに直面している際に援助す
るといった行動が減少したのである．こうした行動の
変化は，移転後にオフィス空間の面積拡大したことと，
人口密度が低下したことが原因となっている．移転前
と比較してオフィスが広くなった分，周囲で作業をす
る他チームのメンバーの声が漏れ聞こえなくなり，他
の人や他のグル・一一・・プがどのような作業をしているかが
確認しにくくなったのである．また，移転前と比較し
てオフィス内には空席が増えたことも大きな影響を与
えていることが示されている．移転前は人員の増加に
伴い，オフィスが手狭になっていたこともあり，、プロ
ジェクト・チームのメンバーが近接して作業をするこ
とができないことも多かったのである．それに対して
X社の従業員は自由に席を選択できるようになった．
その結果，プロジェクト・チームのメンバー同士で近
接して作業をすることが以前よりも容易になったので
ある．こうした変化の結果，他のプロジェクト・チー
ムのメンバーが作業をしているスペースは以前に比べ
て遠くなり，プロジェクト・チームを横断したコミュ
ニケーションは減少したのである．
　稲水はこの2つの発見事実から以下のような知見を
提出している．すなわち，固定席を持たないオフィス
空間の場合，密度の変化がコミュニケーション・パタ
ーンに影響を与えるということである．
　①空間密度が高い場合，周囲の人との距離が近くな
り，プロジェクト・チームを横断したコミュニケ・一一一一シ
ョンが発生しやすくなるのである．しかし，意図せざ
る接触が増加するため，作業を妨害されたり，プライ
バシーが確保されないと感じる可能性があることも指
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摘している．このことは，オフィス空間の開放性を高
めることのデメリットを指摘した研究と同様の点を指
摘していると言えるであろう．
　②空間密度が低い場合は，オフィス内を歩いても同
僚に偶発的に会う可能性は低下するということである．
その結果，プロジェクト・チームを横断したコミュニ
ケーションが発生しにくくなる．また，空間密度が低
いと，チーム・メンバ・一一一同士で集まってコミュニケー
ションと取りやすくなり，メンバーを探してオフィス
内を動きまわる行動は減少する．さらに，別のチーム
に属する組織メンバーが近接して作業をすることもな
くなるので，チームで集中して作業をすることが可能
となる．その結果，作業を遂行している場所から移動
しようとするインセンティブも低下する．この結果，
オフィス空間の開放性が高まったにもかかわらず，チ
ームを横断したコミュニケーションは減少してしまう
のである．
　これら2つの知見から，中程度の空間密度を達成す
ることが，プロジェクト・チーム内とプロジェクト・
チーム間のコミュニケーションの双方を高めると稲水
は主張しているのである．
IV．今後の研究課題
　本論文においてここまで解説を加えてきたように，
欧米において積み重ねられてきた計量的な実証研究と
同種の関心を有した研究が，わが国の経営学領域にお
いても，まだその数はわずかではあるけれども徐々に
積み重ねられてきている．人員間の距離について考察
した阿部の研究や空間の開放陛や密度に注目した稲水
の研究を代表例として本論文では解説を加えてきた．
しかしながら，わが国の経営学領域におけるオフィス
空間の設計とコミュニケーション・パターンに関する
研究は創始されてから間もなく，未開拓の領域が多い
に残されているように思われる．以下で今後追究すべ
き研究課題を2点指摘し，本論文の結びとしたい．
　ひとつには，オフィス空間の設計以外の変数に着目
を向けることである．オフィス空間とコミュニケーシ
ョン・パターンに関する研究では，独立変数としてオ
フィス空間の設計にのみ注目を向けてきたように思わ
れる．すなわち，先に紹介した建築決定論と同種の枠
組みを有した研究を蓄積してきていると思われるので
ある．しかしながら，コミュニケーション・パターン
に影響を与える変数は，他にも多数存在する（Gifford，
2002）罰．たとえば，従業員の特性（経験や陛格，能
力）やタスク内容（Du戯，1974a；1974b；Hatch，1987），
タスクの忙しさ（SuttOn　and　Rafaeli，1987），役職の
有無（Sundstrom，　Herbert　and　Brown，1982），オフ
ィス空間自体への慣れ・職場集団への社会化の程度（阿
部，2008b）などが指摘されている．これらの要因を
モデレータ変数として分析に組み込むことによって，
建築決定論の枠組みにとどまらず，経営学，とりわけ
経営組織論の研究にとって，より有益な知見を提供で
きるものと思われる．
　ここではその一例としてHatch（1987）の研究を紹
介しておこう．Hatchはサンフランシスコの湾岸地域
にある2つのハイテク企業の99人の科学者と技術者，
エンジニアを対象とし，パーティションやドアなどの
遮蔽物の存在が，組織メンバーの活動にどのような影
響を与えるか，ということについて実証研究を行った．
より具体的には，①個人作業と②共同作業，③会議，
④ちょっとした質問や会話，⑤人間関係の構築⑥社
交的な会話，⑦電話や電子メール，⑧休憩、，⑨個人的
な作業をする時間，の9つに対して遮蔽物の与える影
響について考察した．その結果，パーティションの高
さと共同作業やミーティングの間に，有意な正の相関
が見られることが示された．すなわち，Hatchの研究
からは，共同作業やミーティングといった複数のメン
バーが参加する活動はパーティション等の仕切りがあ
るほうが促進されることが示されているのである．こ
の結果は多くの研究が想定してきた遮蔽物の存在を減
少させるとコミュニケーション等が増加するという単
純な関係ではなく，タスクや活動の特性によって適し
たオフィス設計が異なることを示しているのである．
　Hatchの研究からは，空間を開放的にすることによ
り，個々人の遂行しているタスクによって，ある種の
内容を持ったコミュニケーションをとることを個人が
控えるようになるという事が示唆される．すなわち，
どのような場合にも最適なパフォーマンスを生み出す
唯一最善のオフィス設計があるというよりも，むしろ
コミュニケーション内容や組織内の地位や職務特性に
応じた最適なオフィス設計が存在する，というオフィ
ス設計のコンティンジェンシー・アプローチが成立す
る可能1生が示唆されるのである．
　いまひとつには，オフィス空間の設計とパフォーマ
ンスとの関係を明らかにすることが課題である．すな
わち，オフィス空間の設計と成果変数との関係を明ら
かにする必要があると思われるのである．Giffordが
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指摘するように，ホワイト・カラーのパフォーマンス
を正確に測ることが難しい．それゆえ，オフィス空間
の設計が実際の職務遂行の際のパフオーマンスに及ぼ
す影響について考察を加えた研究はほとんど存在して
いないという課題が残されているのである．Gifford
の包括的なレビューにおいては，数少ない事例として，
退職率や転職といった間接的な指標とオフィス空間の
設計との関係について分析した実証研究が存在してい
ることが示されている．今後はより直接的な指標を用
いた分析を行うために研究知見を蓄積する必要がある
と思われる．
　こうした課題を克服する際に注目すべき一つの変数
として，本論文でも注目を向けてきたコミュニケーシ
ョン・パターンを指摘できるであろう．組織内でのコ
ミュニケ・一一一Eションが増加するほど，問題解決行動や知
識創造活動が促進され，職務遂行のパフォーマンスが
高まると想定されるからである．しかしながら，オフ
ィス空間の設計がどういったコミュニケーションを増
加・減少させるのかという点について，より具体的に
検証する必要があると思われる．たとえば，Wmeman
（1982）は，オフィス空間の開放1生を高めると，タス
クの遂行に直接関連するコミュニケーションよりも，
より社会的なコミュニケ・一一一一ションを生み出す可能性が
高いと指摘している．それゆえ，オフィス空間の開放
性を高めることは，パフォーマンスの向上をもたらさ
ない可能性があるのである．オフィス空間の開放性を
高めた際に，職務に関連するコミュニケーションを促
進するための要因についての考察も今後必要であると
思われる．
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i多くの経営者・経営学者たちが，工場の生産性向上のために作
業空間の設計に関して注目を向けたことを考えると，オフィス
空間の設計に関して経営者・経営学者たちがあまり注目を向け
なかったことはやや意外な事の様に思われる．古川（2002）は，
このことを以下のように説明している．工場のアウトプットは
製品であり，工場の空間設計の変更とアウトプットの因果関係
は，生産数の増加などの指標で比較的明確に示される．オフィ
スの場合，ホワイト・カラー一一Lの生産姓をどのようにして測定す
るかと言う問題がある．それゆえ，オフィス空間の設計を変え
たことによって，どのように生産性が向上したか，と言うこと
を必ずしも明示的に示すことは出来なかった．それゆえ，経営
者・経営学者はオフィス空間の設計に関してあまり注目を向け
てこなかったのである．
liわれわれが確認した限りでは，　Hateh（1997）やPfeffer（1982；
1997）などが，作業空間の物理的な設計の重要性に関して言及
している数少ない研究者である．
皿日本において，作業現場の物理的な設計と作業者たちのコミ
ュニケーション・パターンの関係について全く研究がなされて
いないというわけではない．たとえば，大部屋制度や「場」の理
論など，職務を遂行する上でのコミュニケーションの重要性に
注目した研究が行なわれてきた（伊丹，1999）．日本的経営の1
っの特徴とされる大部屋制度は部下と上司のコミュニケ・一一ショ
ンが密になることや部署のメンバーの仕事の様子を知ることが
出来るということが指摘されている（藤沢，1986）．
iv建築学者による研究として穐山・和田・乾・中村（1995），心理
学者による研究として吉田（1992），尾入（2001）などを挙げ
ることができる．
・文化による空間認識の違いについては，Hall（1959；1966）や
柏木（2004）などを参照のこと．たとえば，柏木（2004）は，
日本人とアメリカ人を比較して，日本人は障子などで空間を仕
切る習慣になれているため，壁や扉のような完全な仕切りが無
くともプライバシーが保たれているとみなす傾向にあることを
指摘している．
Vi会言舌にとっての醐なBEeeEVS　Sommer（1962；1969）なども
参照のこと．
ul同様の試みは欧米でも見られる（BeCker，　1990；Becker　and
Steele，1995；Zelinsky，1998）．
曲情報技術の発展に関連した研究としては，オフィスのレイア
ウト変更の事例紹介（荒井・野村2004；紺野，2004）やオフィ
スを取り巻く技術変化についての説明（沖塩・吉田・仲，1996；高
島，1998），オフィスを取り巻く技術と働き方の変化に関する研
究（森川，2005）などがすでに行なわれている．
ix類似のフレームワークに基づいて行われた研究として，
Lundberg　and　Beazley（1948）やLundberg　and　HertZier　and
Mckson（1949），　Caplow　and　Fo㎜an（1950），　Maisonpeuve，
Palmade　and　Fourment（1952），　Bryne（1961），　Priest　and
Sawyer（1967），　Sykes，1．amtz　and　Fox（1976），などがある．
・なお，この回帰式のSaの項には，実際にコミュニケーション
を取った2者間の距離が代入される．
Xiオープン・オフィス化による問題点を指摘している研究とし
て，Boyoe（1974），B㎜kes（1972），Brookes　and　Kaplan（1972），
Ives㎝d　Fe曲nds（1974），　SundStOrm，　B曲d㎞p
（1980），Sundstrom，　Herbert　and　Bmwn（1982），SundstK）m，
Tbwn，　Brown，　Fomian　and　McGee（1982）などを参照のこと．
xiその他，　BlocAc　and　Block（1972）なども同様の知見を提出し
ている．
niノンテリトリアル・オフィスとは，近年目本企業でも見られ
るフリー・アドレスなどを想定すればよい．
Xiv実際には他の部署とのコミュニケーションは増加しなかった．
実験群の部署に他の部署から技術者が移動したときには一時的
に部門外の技術者とのコミュニケーションが増加したが，ある
一定時期を経ると部署外とのコミュニケーションは減少するこ
とが示された．ただし，この研究はコミュニケーションの内容
を全く分類していない点が問題である．
w同様の結果は，Wolgers（1973）にも見られる，
浦例えばホーソン研究を参照のこと．
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